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容またはその程度が争点となる。1989年に連邦第２巡回区控訴裁判所は
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害とはいえないと判断したのである。
大規模不法行為と賠償責任保険の関係は重要である。なぜなら、被害者
による損害賠償請求が認容された場合の原資となるからである。また倒産
手続においては、破産財団を構成するものとなる。この意味で、保険契約
者による保険金請求を緩和した賠償責任保険の存在は、結果的に大規模不
法行為被害者への損害賠償という救済を担保しているとも解されるのであ
る。
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